（補足１）
今回、経済産業省の実施するアンケートに関し当協会から会員事業者の皆様へお願いすることは、コミュニティーガス団地の中に第1種保安物件があり、現にその第1種保安物件にガスを供給している事業者のみアンケート調査にご協力ください。御社の供給先として第1種保安物件がない場合は回答の必要はありません。
また、大変お手数おかけしますが、1社1回答ということでお願いします。事業所・営業所の状況をまとめる必要がある事業者もおられるかと思います。
なお、現在、熊本地震に係る国からの要請文書への対応方法を検討している事業者におかれましては、その旨、アンケートに回答いただければと思います。
回答は各社任意となりますが、ご協力ください。

（補足２）
今回のアンケート調査は経済産業省ガス安全室が実施するものです。お示しするフォームに回答した内容は当協会には送信されず経済産業省に直接送信されます。
従いまして、今一度、後述の表1に示す第1種保安物件の対象物件及び収容人員等を確認してください。
また、要請文書にある「ガスが滞留するおそれがある場所におけるガス漏れ警報器等の設置」とは、以下を参考にしてください。
第1種保安物件の建屋内に入ってから厨房施設等ガスの使用場所までの天井や床下等に配管されたガス管及び当該天井又は床下が地震等により損傷した場合は、そのガス管の下にある空間で換気がなされない場所ではガス（LPガス）が滞留するおそれがあることになります。トイレや更衣室、通路など状況により各種考えられますが、閉鎖されているような空間を想定しており、地震等により万一ガスがそういった場所に滞留した場合には警報器が設置されていれば鳴動するため、その場にいる人の避難を促すことができると考えられます。
一方、費用の問題など様々な理由でガス警報器の設置が難しい場合は、その他の事故防止かリスク軽減措置をとっていただくよう要請されております。例えば、今回の熊本地震では地震発災と商業施設の爆発には時間の開きがありましたので、建物所有者等の作成する避難計画（マニュアル等）に、「地震発生後速やかに避難した後、ガスの安全が確認されるまで建屋には戻らない」等記載していただくよう周知していただくことが挙げられます（あくまで一例です）。


表１　ガス工作物の技術上の基準の細目を定める告示で示される第1種保安物件について

	対象物件
	収容人員等に関する規定

	①学校の内、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、高等専門学校、特別支援学校又は幼稚園
	なし

	②病院
	入院施設20人以上

	③劇場、映画館、演劇場、公会堂その他これらに類する施設
	収容人員300人以上

	④保護施設、児童福祉施設、老人福祉施設、有料老人ホーム、介護老人保健施設、特定民間施設、身体障害者社会参加支援施設、障害福祉サービス事業を行う施設、障害者支援施設、地域活動支援センター、福祉ホーム、障害者職業能力開発校、母子・父子福祉施設
	収容人員20人以上

	⑤重要文化財等あるいは重要美術品として認定された建物
	なし

	⑥博物館及び博物館に相当する施設として指定された建物
	なし

	⑦駅の母屋及びプラットホーム
	1日に平均2万人以上の者が乗降

	⑧百貨店、マーケット、公衆浴場、ホテル、旅館その他不特定かつ多数の者を収容することを目的とする建物
（仮設建築物を除く。）
	床面積の合計が1,000m2以上



（技告示第３条）
１　学校教育法第1条に定める学校のうち、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、高等専門学校、特別支援学校又は幼稚園
２　医療法第1条の5第1項に定める病院
３　劇場、映画館、演芸場、公会堂その他これらに類する施設であって、収容定員300人以上のもの
４　生活保護法第38条第1項の保護施設（授産施設及び宿所提供施設を除く。）、児童福祉法第7条の児童福祉施設、老人福祉法第5条の3の老人福祉施設若しくは同法第29条第1項の有料老人ホーム、介護保険法第8条第28項の介護老人保健施設、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律第2条第4項（第4号を除く。）の特定民間施設、身体障害者福祉法第5条第1項の身体障害者社会参加支援施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第5条第1項の障害福祉サービス事業（同条第7項の生活介護、同条第12項の自立訓練、同条第13項の就労移行支援又は同条第14項の就労継続支援に限る。）を行う施設、同条第11項の障害者支援施設、同条第25項の地域活動支援センター若しくは同条第26項の福祉ホーム、職業能力開発促進法第15条の7第1項第5号の障害者職業能力開発校又は母子及び父子並びに寡婦福祉法第39条第1項の母子・父子福祉施設であって、収容定員20人以上のもの
５　文化財保護法の規定によって重要文化財、重要有形民族文化財、史跡名勝天然記念物若しくは重要な文化財として指定され、又は旧重要美術品等の保存に関する法律の規定によって重要美術品として認定された建築物
６　博物館法第2条に定める博物館及び同法第29条の規定により博物館に相当する施設として指定された施設
７　1日に平均2万人以上の者が乗降する駅の母屋及びプラットホーム
８　百貨店、マーケット、公衆浴場、ホテル、旅館その他不特定かつ多数の者を収容することを目的とする建築物（仮設建築物を除く。）であって、その用途に供する部分の床面積の合計が、1,000平方メートル以上のもの
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